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  李承晩ラインは 1965年 6月 22日に東京で日韓基本条約とともに調印された日韓漁業協
定によって消滅した。日韓関係は、1984年 9月の全斗煥大統領訪日をきっかけにまず政治










































った 4。そして、シャーマン国務次官が 2015年 2月 27日にワシントンのカーネギー国際平
和基金での演説で韓国側に強い警告を発した。シャーマンは、慰安婦問題や教科書問題な
どに関して「こうした問題は理解できるがイライラする問題であった（All this is 




進歩を生まない（… it’s not hard for a political leader anywhere to earn cheap applause by vilifying 
a former enemy. But such provocations produce paralysis, not progress）」と韓国側を非難した 5。








ものであった。この合意に基づき、2016 年 7 月 31 日に「和解・癒し財団」が発足し、10
月 14日から元慰安婦に 1人あたり 1億ウォン（約 900万円）、遺族 199人に同 2000万ウ
ォンの支援金を支払う事業を実施した 6。また、防衛面で日韓は 11月 23日、日韓秘密軍事




弾劾訴追によって 2016年 12月 9日に職務権限を停止され、2017年 3月 10日には憲法裁
判所で罷免された。そして、5月 9日の選挙を経て、文在寅が大統領に当選した。文在寅は、






  文在寅政権は 2017年 7月 31日に、外交部に韓日慰安婦合意再検討タスクフォースを設





表し、日本側の反対にもかかわらず財団は 2019年 7月 5日に正式解散となった。 
  財団が 2017年 7月 27日に発表したところでは、生存被害者 47人（2015年 12月慰安婦








り、死亡被害者のほうは受取申請が 71 人になったが、うち 13 人には支払いがなされない
ままになったと報じられている 10。財団の解散までに残った 58億ウォンについても、使い
道が決まらないまま国庫に収められたと報じられている 11。 
  一方で、いわゆる徴用工問題に関連して、2018年 10月 30日に韓国大法院が、新日本製




















素の韓国向け輸出に関する規制強化を発表し、続いて 8 月 2 日に日本政府は、韓国を輸出
手続優待国（ホワイトリスト）から韓国を除外すると発表した。「韓国との信頼関係の低
下」に関して、安倍総理は 7 月 3 日に日本記者クラブでの党首討論会で、いわゆる徴用工
問題と慰安婦合意に言及している。 
  韓国の報道機関は日本の措置を「経済報復」と呼ぶようになり 13、「経済戦争」という言
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